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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

４．第95期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

５．四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第95期 

第３四半期 
連結累計期間 

第96期 
第３四半期 
連結累計期間 

第95期 

会計期間 
自平成22年４月１日 
至平成22年12月31日 

自平成23年４月１日 
至平成23年12月31日 

自平成22年４月１日 
至平成23年３月31日 

売上高（百万円）  102,187  111,492  141,506

経常利益（百万円）  3,010  3,546  4,373

四半期（当期）純利益（百万円）  1,519  332  1,375

四半期包括利益又は包括利益（百万円）  1,349  △878  1,260

純資産額（百万円）  36,929  34,953  36,839

総資産額（百万円）  124,806  123,287  115,969

１株当たり四半期（当期）純利益金額 
（円） 

 11.99  2.65  10.88

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）
純利益金額（円） 

 －  －  －

自己資本比率（％）  26.8  25.7  28.7

営業活動によるキャッシュ・フロー 
（百万円） 

 5,825  6,954  4,438

投資活動によるキャッシュ・フロー 
（百万円） 

 △1,553  △1,363  △2,618

財務活動によるキャッシュ・フロー 
（百万円） 

 △6,531  △2,963  △7,095

現金及び現金同等物の四半期末（期末） 
残高（百万円） 

 8,719  8,271  5,716

回次 
第95期 

第３四半期 
連結会計期間 

第96期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自平成22年10月１日 
至平成22年12月31日 

自平成23年10月１日 
至平成23年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額又は 
１株当たり四半期純損失金額（△）（円） 

 6.83  △2.74

2



 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

  

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 
  

(1）業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、東北エリアにて鉄道や道路などのインフラ整備を中心とした復興需要

の顕在化が見られたものの、再燃した欧州債務問題は深刻さを増し、円高による輸出の伸び悩みやタイでの大規模洪

水等を背景として株式相場が急落するなど、総じて不安定な経済環境となりました。 

 住宅市場におきましては、住宅取得を促進する「住宅エコポイント制度」や「金利優遇措置」の終了をにらんだ駆

け込み需要が一巡したこともあり、新設住宅着工戸数は９月以降、４ヶ月連続で前年同月を割り込む結果となりまし

た。比較的好調な伸びを見せた年度前半の勢いは減速したものの、年度の累積戸数では前年を上回るペースで回復基

調をたどっており、依然、低水準ながらも堅調に推移しております。 

 このような経営環境のもと、大転換・大躍進の方針を掲げ、成長が見込まれるリフォーム市場、海外市場、産業資

材分野及びエンジニアリング市場の攻略を進めました。リフォーム市場においては、講演会や耐震セミナー等「ＴＤ

Ｙ大阪コラボレーションショールーム（梅田）」での様々なイベント開催や、「日経住まいのリフォーム博2011」へ

の出展など、消費者との積極的な接点強化を図りました。海外市場においては、近年高まりを見せる顧客の環境意識

に訴求すべく、シンガポールでグリーンラベルを取得した天井材や床材等の環境配慮製品の拡販を図り、産業資材分

野においては、ＭＤＦを基材とする「エコ台板」（植林木合板と特殊ＭＤＦを組合せた床基材）を中心に拡販活動に

努めました。 

 ４月18日に設置した「復興支援室（拠点：仙台）」では、エンジニアリング部門、事業部門、営業部門の各方面の

エキスパートを集結し、被災地への優先的な資材供給を進めるとともに、10月１日にはダイケンエンジニアリング㈱

（当社連結子会社）が仙台支店を新設し、復興需要へのさらなる対応強化を行いました。 

 また、消費者の「安全・安心」に対する意識は日に日に高まりを見せ、住宅の「耐震性能」が強く要求される市場

環境となっております。当社独自のエコ素材であるダイライトを使用した製品「かべ大将」は、低コストで工期が短

く優れた耐震改修パネルとして市場から高い評価を頂き、前年同期比２倍以上の伸びを示しました。 

 また、ＴＯＴＯ・ＤＡＩＫＥＮ・ＹＫＫ ＡＰ・ノーリツの４社共同で運営する「石巻コラボレーションショール

ーム」を震災復興の拠点として11月５日にオープンし、次いで12月16日には耐震に関する情報発信基地として「仙台

ショールーム」をオープンいたしました。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高1,114億92百万円（前年同期比9.1％増）、営業利益36億34

百万円（前年同期比19.1％増）、経常利益35億46百万円（前年同期比17.8％増）、四半期純利益３億32百万円（前年

同期比78.1％減）となりました。 

  

２【事業の内容】

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

（住空間事業） 

 床材を中心とする内装材事業につきましては、平成22年５月に業務提携を行ったパナソニック電工株式会社（現・

パナソニック株式会社）と連携して床基材のエコ化推進に取り組み、市場からの高い評価を得て大きくシェアを拡大

しました。また、東京都港区が実施している「みなとモデル二酸化炭素固定認証制度」へ積極参画し、国産トドマツ

を使用した床材等の製品登録を行うなど、国産材活用製品の拡販に努めました。 

 住機製品事業につきましては、11月に造作材のジャストサイズカットの設備増設が完了し、主にビルダー市場への

生産対応力を強化しました。また、物流費の削減や海外調達の安定化を含めた総合的なコストダウンに取り組むとと

もに、受注品・特注品の短納期体制の構築による在庫削減などを進めました。販売面においては、前期に発売したサ

イズ・デザインをイージーオーダーできる、自分だけのドア「Ｍｙドア」に続き、「Ｍｙクローク」・「Ｍｙ玄関収

納」を追加発売し、お客様の多様な志向に対応する販売戦略で顧客満足のさらなる向上を図りました。 

 住空間事業全体としては、パナソニック電工株式会社（現・パナソニック株式会社）との資材の共同購買によるコ

ストダウンを図るとともに、お互いの得意分野にて相互ＯＥＭ生産を行うなどコスト競争力の強化を図りましたが、

中小工務店からパワービルダー及びハウスメーカーへとシフトする市場環境への適応を進めた結果、セールスミック

スが変化し、利益率の低下を招きました。 

 この結果、住空間事業における当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高603億14百万円（前年同期比6.1％

増）、経常利益16億98百万円（前年同期比34.4％減）となりました。 

  

（エコ事業） 

 当社グループのコア事業であるエコ事業につきましては、ビル・店舗市場の天井材として使用されるダイロートン

において、工事物件数減少等の影響により前年同期を下回る売上となりましたが、耐力面材であるダイライトは震災

復興需要の取り込みや耐震キャンペーンによる営業活動の強化もあり売上を伸ばしました。畳芯材や屋根下地材とし

て使用されるインシュレーションボードも需要の増加から堅実な伸びを示しており、ＭＤＦにおいても、国内市場で

のエコ台板（植林木合板と特殊ＭＤＦを組合せた床基材）の普及等が奏功し、好調を維持しております。これら各素

材の効率的なフル生産対応が収益性の向上につながり、エコ事業全体としては売上、利益ともに着実な伸びを示しま

した。 

 この結果、エコ事業における当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高346億54百万円（前年同期比7.2％増）、

経常利益16億５百万円（前年同期比186.0％増）となりました。 

  

（エンジニアリング事業） 

 マンション・ビル・店舗市場につきましては、従来の天井工事を中心とした受注体制から、床工事を含めた複合受

注を可能とする体制へと強化することで売上拡大に努めました。また、さらなる積極的な復興需要対応を行うため、

10月１日にダイケンエンジニアリング㈱仙台支店を新設するとともに、首都圏エリアでの新規受注の獲得を図りまし

た。売上、利益ともに前年同期比では伸びを示したものの、ビル・店舗市場の長引く低迷による内装工事高の減少や

工事単価の低下及び業界全体の職人不足を背景とした労務費の上昇は依然として改善しておらず、厳しい市場環境が

継続しております。 

 戸建住宅につきましては、市場の関心が高い「耐震リフォーム」需要に対応するため、耐震診断士の有資格者を社

内に配置するなど、リフォーム需要の獲得を中心に営業展開を進めました。 

 この結果、エンジニアリング事業における当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高89億95百万円（前年同期比

38.4％増）、経常利益17百万円（前年同期は経常損失１億68百万円）となりました。 
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(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、仕入債務の増加等により

前連結会計年度末に比べ25億55百万円増加し82億71百万円となりました。 

  

 当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は69億54百万円（前年同期比19.4％増）となりました。これは主に仕入債務の増加等

によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は13億63百万円（前年同期比12.2％減）となりました。これは主に有形固定資産の取

得等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は29億63百万円（前年同期比54.6％減）となりました。これは主に長期借入金の返済

等によるものであります。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、10億90百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見直し 

 当社グループは、新設住宅着工戸数に左右されない事業構造を構築するため、従来の取り組みや考え方からの大転

換を図り、成長市場・成長分野の拡大に向けた製品力・販売力・情報収集発信力の強化を行います。一方、厳しい経

営環境にも屈しない強靭な企業体質の定着に向けた取り組みを継続いたします。 

 経営戦略課題は以下のとおりであります。 

 ① 震災復興に向けた取り組みを強化する。 

 ② 成長市場・成長分野で「エコ素材」を軸に売上拡大を図る。 

 ③ 消費者、施主目線での商品開発・生産・営業を徹底する。 

 ④ 市場から信頼される品質確保を徹底する。 

 ⑤ 人材開発・育成を行う。 

 ⑥ ＣＳＲ経営を徹底する。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  398,218,000

計  398,218,000

種類 
第３四半期会計期間末現在
発行数（株） 
（平成23年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成24年２月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  130,875,219  130,875,219

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

単元株式数 

1,000株 

計  130,875,219  130,875,219 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成23年10月１日～ 

平成23年12月31日 
 －  130,875  －  13,150  －  11,850

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 （注） 当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は 株であります。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   5,397,000 － 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式  125,265,000  125,265 同上 

単元未満株式 普通株式    213,219 － － 

発行済株式総数       130,875,219 － － 

総株主の議決権 －  125,265 － 

  平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 

大建工業株式会社 

富山県南砺市井波１番地
１ 

 5,388,000  －  5,388,000  4.12

（相互保有株式） 

株式会社岡山臨港 

岡山市南区海岸通二丁目
１番16号 

 9,000  －  9,000  0.01

計 －  5,397,000  －  5,397,000  4.12

5,389,025

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平

成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,733 8,279

受取手形及び売掛金 28,734 ※3  34,027

有価証券 － 14

商品及び製品 11,730 12,426

仕掛品 2,798 4,352

原材料及び貯蔵品 3,515 3,988

繰延税金資産 1,078 1,358

その他 1,802 1,635

貸倒引当金 △160 △152

流動資産合計 55,233 65,931

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,728 9,873

機械装置及び運搬具（純額） 10,680 9,528

土地 15,997 15,487

建設仮勘定 380 1,199

その他（純額） 1,862 1,779

有形固定資産合計 39,649 37,868

無形固定資産   

のれん 1,095 1,031

その他 930 919

無形固定資産合計 2,026 1,950

投資その他の資産   

投資有価証券 9,733 8,829

前払年金費用 2,988 2,739

繰延税金資産 4,305 4,080

その他 2,773 2,568

貸倒引当金 △837 △756

投資その他の資産合計 18,963 17,461

固定資産合計 60,639 57,281

繰延資産 96 74

資産合計 115,969 123,287
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,624 ※3  24,978

短期借入金 9,027 8,976

1年内返済予定の長期借入金 6,168 5,222

未払金 17,129 20,061

未払法人税等 433 173

賞与引当金 1,531 954

製品保証引当金 － 1,502

事業構造改善引当金 84 78

災害損失引当金 130 5

繰延税金負債 23 －

その他 3,009 4,223

流動負債合計 55,162 66,177

固定負債   

社債 10,000 10,000

長期借入金 8,163 7,040

繰延税金負債 1,666 1,454

製品保証引当金 260 －

退職給付引当金 2,904 2,914

環境対策引当金 161 37

負ののれん 117 108

その他 694 600

固定負債合計 23,967 22,156

負債合計 79,130 88,333

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,150 13,150

資本剰余金 11,850 11,850

利益剰余金 9,758 9,150

自己株式 △1,179 △1,179

株主資本合計 33,580 32,971

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △48 △666

繰延ヘッジ損益 26 △69

為替換算調整勘定 △251 △568

その他の包括利益累計額合計 △273 △1,304

少数株主持分 3,533 3,286

純資産合計 36,839 34,953

負債純資産合計 115,969 123,287
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 102,187 111,492

売上原価 73,258 82,682

売上総利益 28,928 28,809

販売費及び一般管理費 25,877 25,174

営業利益 3,051 3,634

営業外収益   

受取利息 14 12

受取配当金 163 175

負ののれん償却額 8 8

持分法による投資利益 36 37

その他 448 487

営業外収益合計 671 720

営業外費用   

支払利息 442 377

売上債権売却損 71 56

その他 198 374

営業外費用合計 712 808

経常利益 3,010 3,546

特別利益   

固定資産売却益 1,236 123

投資有価証券売却益 2 －

負ののれん発生益 87 －

補助金収入 － 15

貸倒引当金戻入額 40 －

事務所移転損失引当金戻入額 5 －

特別利益合計 1,373 139

特別損失   

固定資産除却損 67 60

減損損失 755 －

投資有価証券評価損 187 12

災害による損失 － 185

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 11 －

製品点検費用等 － 1,056

製品保証引当金繰入額 － 1,491

その他 3 3

特別損失合計 1,023 2,809

税金等調整前四半期純利益 3,359 876

法人税、住民税及び事業税 522 302

法人税等調整額 1,173 84

法人税等合計 1,696 386

少数株主損益調整前四半期純利益 1,663 489

少数株主利益 144 156

四半期純利益 1,519 332
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,663 489

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △84 △617

繰延ヘッジ損益 △14 △176

為替換算調整勘定 △214 △574

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △0

その他の包括利益合計 △313 △1,368

四半期包括利益 1,349 △878

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,298 △698

少数株主に係る四半期包括利益 51 △180
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,359 876

減価償却費 3,135 3,035

減損損失 755 －

固定資産除却損 67 60

固定資産売却損益（△は益） △1,236 △123

投資有価証券売却損益（△は益） △0 －

投資有価証券評価損益（△は益） 187 12

ゴルフ会員権評価損 1 3

のれん償却額 56 56

負ののれん発生益 △87 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △70 △89

賞与引当金の増減額（△は減少） △553 △575

製品保証引当金の増減額（△は減少） △101 1,242

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △21 △5

事務所移転損失引当金の増減額（△は減少） △75 －

災害損失引当金の増減額（△は減少） － △124

退職給付引当金の増減額（△は減少） △57 259

環境対策引当金の増減額（△は減少） － △123

受取利息及び受取配当金 △178 △188

支払利息 442 377

為替差損益（△は益） △12 143

持分法による投資損益（△は益） △36 △37

売上債権の増減額（△は増加） △2,684 △5,522

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,561 △2,881

仕入債務の増減額（△は減少） 5,837 9,466

未払費用の増減額（△は減少） 53 6

その他 939 1,775

小計 7,157 7,642

利息及び配当金の受取額 179 188

利息の支払額 △393 △314

法人税等の支払額 △1,117 △560

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,825 6,954

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 39 8

有形固定資産の取得による支出 △2,760 △2,199

有形固定資産の売却による収入 1,441 998

投資有価証券の取得による支出 △238 △35

投資有価証券の売却による収入 401 6

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△128 －

その他 △309 △141

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,553 △1,363
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,482 87

長期借入れによる収入 400 1,300

長期借入金の返済による支出 △3,339 △3,318

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △25 △25

自己株式の取得による支出 △449 △0

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △634 △941

少数株主への配当金の支払額 － △65

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,531 △2,963

現金及び現金同等物に係る換算差額 △37 △72

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,297 2,555

現金及び現金同等物の期首残高 10,935 5,716

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 81 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  8,719 ※1  8,271
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【追加情報】

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（法人税率の変更等による影響） 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成

23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引

下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

用する法定実効税率は従来の40.63％から、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始す

る連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については37.96％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に

解消が見込まれる一時差異については35.59％となります。この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債

の金額を控除した金額）は334百万円減少し、法人税等調整額は277百万円増加しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成23年12月31日） 

１．保証債務 

 下記会社等の銀行借入金に対し、次のとおり保証を

行っております。 

１．保証債務 

 下記会社等の銀行借入金に対し、次のとおり保証を

行っております。 

  

 当連結子会社からの住宅購入者 
 （住宅ローンつなぎ融資） 

 22 百万円 

  

当連結子会社からの住宅購入者 
（住宅ローンつなぎ融資） 

 17 百万円 

DAIKEN ENGINEERING (S) PTE.LTD.  119   

(SGD )2,000,000   

計  136   

２．偶発債務 ２．偶発債務 

  

 債権流動化に伴う買戻し義務  1,333 百万円 

  

 債権流動化に伴う買戻し義務  2,071 百万円 

３．       ─────── 

  

  

  

  

         

         

※３．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。 

 なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の

休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に

含まれております。 

 受取手形 51 百万円 

 支払手形 916   

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年12月31日現在） （平成23年12月31日現在）

 現金及び預金勘定 8,731 百万円 

 預入期間が３か月を超える定期預金 △12  

 現金及び現金同等物 8,719  

 現金及び預金勘定 8,279 百万円 

 預入期間が３か月を超える定期預金 △7  

 現金及び現金同等物 8,271  
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

 配当金支払額 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

 配当金支払額 

  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  318  2.50 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金 

平成22年10月28日 

取締役会 
普通株式  316  2.50 平成22年９月30日 平成22年12月８日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  470  3.75 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金 

平成23年10月31日 

取締役会 
普通株式  470  3.75 平成23年９月30日 平成23年12月８日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおり

ます。 

２．セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

（重要な負ののれん発生益） 

「エンジニアリング事業」セグメントにおいて、当第３四半期連結会計期間に三恵㈱（大阪府東大阪市）の株

式を新たに取得したことにより、負ののれん発生益を特別利益に計上しております。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント 

その他 
（注）１ 

合計 調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

住空間 
事業 

エコ事業 
エンジニ 
アリング 
事業 

計 

売上高                 

外部顧客への売上高  56,865  32,322  6,501  95,689  6,497  102,187  －  102,187

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 117  1,994  959  3,072  2,878  5,950  △5,950  －

計  56,983  34,317  7,461  98,761  9,376  108,137  △5,950  102,187

セグメント利益又は 
損失（△）  

 2,591  561  △168  2,983  26  3,010  －  3,010
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおり

ます。 

２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

  

  

報告セグメント 

その他 
（注）１ 

合計 調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

住空間 
事業 

エコ事業 
エンジニ 
アリング 
事業 

計 

売上高                 

外部顧客への売上高  60,314  34,654  8,995  103,964  7,527  111,492  －  111,492

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 124  3,060  1,915  5,100  2,939  8,040  △8,040  －

計  60,438  37,714  10,910  109,064  10,467  119,532  △8,040  111,492

セグメント利益  1,698  1,605  17  3,321  224  3,546  －  3,546
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

 平成23年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （イ）配当金の総額………………………………………470百万円 

 （ロ）１株当たりの金額…………………………………３円75銭 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年12月８日 

（注） 平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。 

  

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 11 99 円 銭 2 65

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  1,519  332

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  1,519  332

普通株式の期中平均株式数（千株）  126,699  125,486

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大建工業株式会

社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大建工業株式会社及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年２月８日

大建工業株式会社 

取締役会 御中 

仰星監査法人 

  
代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士 向 山 典 佐 

  
代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士 寺 本 悟 

  
代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士 奥 村 茂 雄 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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